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政務活動費の透明性確保と

適正化に関する一考察

村岡悠子

平成26年7月、兵庫県議会議員による政務活動資の不正使用疑惑が生じ

たことをきっかけに、 他の地方議会においても政務活動資問題が続々と浮

き彫りになった。東大阪市においても不正使用疑惑が発覚し、平成27年 3

月には市議会議員32人が合計約3883万円を市に自主返還し、 正副議長の辞

任や議員の辞職という事態に至り l、その後、 刑事告訴にまで発展した2。

このような流れのなか、政務活動費の運用基準3や交付方法等について広

く改善検討を行う目的で、東大阪市政務活動質検討会議が設置された。ま

た、有識者と市民から桃成される政務活動費調査等協議会4も創設される

ことになり、平成28年1月より、筆者も同協議会の末席に名を連ねること

となった。

同協議会での活動を通じて得た経験、また筆者独自の調査研究結果をも

とに、政務活動費の透明性雌保と適正化について考察した結果を本稿にお

いて示すこととする。なお、本稿は全て筆者単独の意見に基づくものであ

り、東大阪市政務活動資検討会議、東大阪市政務活動費調査等協議会その

他特定の団体や、 同調査等協議会の他の委員とは無関係であることを予め

述べる。

本稿の構成は、第lの項で政務活動費制度の沿1j!i:を概観し、第2の項で

政務活動費制度を撤廃すべきとの意見に対して検討を加える。そして、政

務活動費制度の必要性を認める立場に立ったうえで、第3以降の項では、
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論説

政務活動費の透明性確保及び適正化のための謀題並びに具体的な方策につ

いて、情報公開及び、第三者機関の制度設計の二つの観点から考察する。

第 1 政務活動費の沿革

1 政務活動賞'とは

政務活動費とは、地方自治法第100条第14項及び第15項の規定に基づき、

調査 ・研究活動等に必要な経費の一部として地方議会の議員や会派に交付

される金員のことである。役務の対価と して支払われる報酬とは異なり、

調査や研究に伴い発生する費用の一部を実費弁済するという性質をもっ。

交付額は地方自治体によ って111高があるが、都道府県と政令指定都市は月額

30万円が5割程度であり、市は月額5万円以内が、 [IIJ村は月額2万円以内

が9割を占める5。その金額の平均に着目すると、全国都道府県の平均支

給額は年額約421万円、中核市の平均支給額は年額約113万円である60

2 政務活動費制度の沿革

明治半ばに成立した市制・ 11町村制では、「議員ハ名誉職 トスjとされ、

政務活動費に対応する給付はもちろん報酬も存在しなかった。昭和J39{J三

(1964年)の第一次地方制度改革による改正で名誉職制度が廃止されたが、

改正経緯を示す資料には「地方公共団体の事務が著しく複雑多11皮を加え繁

劇となってきたので、執行機関のみでなく議員や参事会員の職務もまた相

当に多忙となり、有権者の増加に伴って出費も増加する実情にあるため

(中l略)明確に議員にも勤務に相当する報酬を支給する ことができる建前

とするほうが適切であると考えられた」と記載されている70

平成11年 (1999年)には、 地方分権推進を目指して「地方分権の推進を

図るための関係法律の整備等に関する法律J(いわゆる「地方分権一括

法J)が制定され、 地方公共団体の自己決定権や自己責任の範囲がさらに
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拡大された。地方議会の担う役割がますます重要なものとなってきている

との認識の下に、全国議会長の強い要望を踏まえ、地方議会の審議能力を

強化しその調査活動の基盤の充実を図るため8、平成12年 (2000年)5月

24日に政務調査資制度が創設された。

さらに平成24年 (2012年)には、調査 ・研究活動に限定せず、住民意思

の把握や陳情活動等の広範な議員活動にも充当できるようその対象範囲を

拡大するため、 地方自治法を改正するとともに、名称が政務調査費から政

務活動費に変更された。また同年の改正では、議長が、政務活動費の使途

の透明性確保に努めるべきことが|明記された90

3 政務活動貨の執行が認められる範囲

上記経過からは、議員の活動がij没後大111mに拡大し、 それに伴い、報酬に

加えて実質'弁償の必要性がl唱えられ、政務活動費制度の創設に至ったこと

が分かる。

政務調査費から政務活動費への変更によって、いわゆる議員としての補

助金の要請あるいは陳情活動のための旅費 ・交通費、議員として地域で行

う市民相談 ・意見交換会や、会派単位の会議に要する経費のうち調査研究

活動と認められていなかったものについても、条例で、政務活動資の対象

とすることができるようになった100一方で、議会の議員としての活動に

含まない政党活動、選挙活動、後援会活動それから私人としての活動のた

めの経費などは、条例によ っても、政務活動費支出の対象とすることはで

きないとされている 11。

第2 政務活動費の必要性に関する議論

1 私見

政務活動費制度は、 地方自治の活性化と住民の利益向上に必要かつ有議

0)包法 l8) 50-4. 413 (2243) 
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な制度であり、また政務活動にかかる実費を議員の自己負担とすることも

妥当ではなく、その制度自体は維持されるべきと考える。もっとも、本稿

第3以降の項において述べるとおり、透明性確保と適正化のための対策が

必須である。

2 政務活動費の必要性の根拠

政務活動費制度を廃止した場合、議員は、政務活動のために要する費用

を自身の議員報酬または個人資産から支弁するこ とになる。しかし、今日

地方議員が行う活動は、「政策形成にかかわる調査 ・企画・立案活動、政

策形成に必要な情報収集、意向調査、住民との意見交換、議会の適正かっ

効率的な運営 ・管理を確保するために各派代位表者会議などの任意の会議

休に出席すること JI2など極めて多岐に渡る。これらの活動が充実してこ

そ、地方議会に期待される政策形成機能や監視機能が有効に働くと考えら

~'Lる 。

これらの経費を自己負担で、j1fjうよう要請するこ とは、 議員が精力的に活

動することに反比例して経済的には苦しい状況に陥る ことを示すものであ

る。議員または会派が、 経済的事情からやむを得ず政務活動を跨践するよ

うな事態は決して健全とはいえない。二元代表制のもと、自主自立の地方

分権時代にふさわしい議会活動を目指すためには、政務活動に伴う実費を

弁償する政務活動費制度は重要であると考える。

3 政務活動賀'を廃止すべきとの意見に対する検討

(1) 報酬に付け替えるべきであるとの意見

政務活動の重要性を認め、これに伴い発生する笑貨が布[)填されるべきと

の立場に立ったうえで、政務活動資制度を廃止して報酬に付け替えるべき

との意見が存在する。例えば、千代田区特別Jf，践報酬等審議会13 (以下「千

代田区審議会jという。)の意見が同趣旨のものである。

(古ti法 '[8)50-4. 414 (2244) 
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千代EEI区審議会は、平成27年4月1日付 で、「千代田区議会議員の議員

報酬等の額の定め方並びに千代田区長、副区長及び教育長ーの給料等の額の

定め方について」諮問を受け、同年12月24日付で答申を提出した。問答申

で千代田区審議会は、政務活動q~については月額15万円か ら 5 万円に変更

するこ とを提言したう えで、「政務活動費の額を大 111日に削減することに

よって、各議員の積極的な政務活動を阻害することを意図しているもので

はない。当審議会においては、各議員がその職責を果たすために必要な年

収額は報酬等で保障するということを基本としている。」と述べ、減額し

た10万円を報酬に付け替える旨の提案を行う。そして「政務活動資という

制度そのものを廃止し、 I~I 分の羽t酬の Iゃから自らの責任において支出をし

ていく l時イtへと向かっているとも言える。」と述べている。

しかし、そもそも報酬は議員の労務の対価liとして支払われるもので、調

査 ・研究活動等に関する実質弁償である政務活動費とは全く異なる。政務

調査費から政務活動費に変更される|僚にも、政務活動費は報酬とは全く異

なる性質のものであることが改めて確認されている 140 また政務活動費支

出の適切性が争われた裁判例においても、政務活動費が議員活動にイサ|値し

て発生する実費を清算するためのものであって、報酬とは支給目的が異な

るとされている15。その沿1jiに鑑みても、また、制度趣旨からも、政務活

動訟を報酬化することは全く予定されておらず、報酬に付け替えてしまえ

はもはや実費弁償とはいえなくなる。

そもそも、今般の政務活動費の適正支出に関する議論は政務活動資の不

正使用事案の続出に端を発している。その透明化を図る方向ではなく 、使

途等を-tJJ不問とし、開示 ・報告の義務も伴わない報酬に付け替えること

は、公費から支出される金員の使途をますます不透明化するものであって、

問題解決にならないどころか本来のあり方に逆行するものであると考え

る16
0 

(自包法 '(8) 50-4， 415 (2245) 
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(2) 行政訴訟や監査請求を誘発するとの意見

また、政務活動費が行政訴訟や肢査請求の対象になることをもってその

制度の存続を疑問視する意見もある。例えば、「千代田区議25人中23人が、

政務活動費の使い方で住民訴訟の対象となっている。なっていない議員は、

政務活動費を使わない議員である。政務活動費は多くの訴訟を誘発してい

る。議員と しては、きわめて慎重に使わないと、監査請求や行政訴訟の対

象になってしまう。逆にいえば、どんな使い方をしても、監査請求や行政

訴訟の対象にすることができる。やはり廃止した方がよいのではないか。J

というものである170

しかし、行政訴訟や監査請求はそれ自体ネガテイフ守な制度で、はなく、政

務活動費がそれら手続きを誘発するから廃止に向かうべきとの指摘には違

和感を党える。特に監査請求は、地方公共団体の住民が当該団体の執行機

関又は!被員の違法又は不当な財務会計上の行為又は;怠る事実について、こ

れを予防し又は是正することで、住民全体の利益を守ることを目的とする

制度であり、その対象は財務上の広範な行為にわたる 18。政務活動費のみ

が「どんな使い方をしてもJ監査請求等の対象となるとするのは正確とは

いえない。問題は制度そのものではなく運用方法であり、監査請求の対象

となるから望ましくない制度と考えるべきではない。

重要な点は、「市政に貢献するという議員の存在意義を実現し、政務活

動を活性化するという目的のために、いかに政務活動費の運用を透明化 ・

適正化するか、その方法を真撃に模索すること J19ではないだろうか。

第3 情報公開のあり方

l 公開範囲の拡大

政務活動自の使途の透明化の観点からは、住民が政務活動資の執行状況

について広く知る機会が必要で‘あり、その体lIilJが具備される必要がある。

(龍法 18)50-4. 416 (2246) 
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議長への提出が義務付けられている収支報告書や会計帳簿はもちろん、添

付資本|としての領収書20や、調査報告書、視察報告書も公開の対象とされ

るべきである。

2 ~添付 資料のマスキ ング(黒塗り)の範囲

領収書の公聞が実施される場合、マスキングの範囲をどこまで認めるか

が問題となる。例えば、政務活動の*ill助業務に従事する事務員を議員が雇

用している場合の雇用契約書の氏名部分や、事務所の賃貸借契約書の賃貸

人部分は、多くの場合、マスキングした状態での提出が許容されている。

一方で、各自治体における政務活動費の運用基準においては、生計を同ー

にする親族等に対して政務活動費から人件費等を支出することは認めない

とする例が多い210裁判例でも、配偶者に対する人件費支出について、

「政務活動費の補助]隊員として家族を雇用するこ とはお手盛りの危険を伴

うものであり、納税者の立場からすればいくら職務に応じた妥当なもので

あると説明されても容易に納得できるものではないし、そもそも妥当な支

出であったか否かを検証することが困難といわざるを得ない」とされてい

る22
0 

このような点に違反していないか否かについて、当該事務員の氏名や事

務所賃貸人の氏名、法人名すら明らかにならない状態では、客観的に判断

することができない。透明性硫保の観点からも、公開の|僚のマスキングは

最小限にすべきであり、たとえ個人情報に関わる部分であっても、政務活

動資の支払先である個人又は法人については完全に開示されるべきである

と考える。裁判例でも同趣旨の決定が出ている230 すなわち、政務活動費

返還等履行請求の住民訴訟のなかで、住民側からマスキングな しの雇用契

約書等の文書提出命令が1'13立てられた事案において、裁判所は、 雇用契約

書等は自己利用文書(民事訴訟法第220条第4号ニ)24に該当 しないと判断

した。その迎由として「このように解することが、議会の審議能力を強化

(龍i1，'[8) 50-4. 417 (2247) 
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し、議員の調査研究活動の基般の充実を図るため、議会における会派又は

議員に対する調査研究の費用等の助成を制度化し、 1~j:せて政務調査費の使

途の透明性を確保しようとした地方自治法100条 14項及び~15項の規定の趣

旨や、これらの規定を受けて定められた本件条例の趣旨にも合致するもの

というべきである。」と述べ25、マスキングなしの雇用契約書等の提出を

命じている260

もっとも、仮に氏名のみが開示されても、支出が禁じられた親族等に該

当するか否かは一概に明らかにはならない。結局、議員に確認書の提出を

求めるかまたは議長が実態を確認する等、情報開示とは別の方法で透明性

を担保することも検討される必要がある。

3 インターネッ ト公開の必要性

議長への提出書類となっている各会派 ・議員の収支報告書、会計帳簿、

また同i帳簿に添付の領収書や活動報告書、調査(視察)実施報告書も含め、

住民の情報アクセスの観点から、紙媒体での開示に加えてインターネッ ト

公開が行われるべきである。

平成29年7月25日付で早稲田大学マニフェスト研究所が公表した調査結

果によると、政務活動費の使途に関して、収支報告書をインターネッ ト公

開しているのは59%と6割近くであるのに対して、会計帳簿をインター

ネット公開しているのは12%、領収書をインターネット公開しているのは

11%と低い割合にとどまる270領収書等がインターネットで開示されてい

ない背景には、議員の抵抗感のほか、技術而や事務の負担も理由となって

いることが考えられる。

しかしながら、政務活動費に関するインターネ ット公開については、東

京都議会の議員が就任の初年度から個人のブログにおいて会計帳簿を開示

し、 さらに、平成27年8月11日時点で、前年度 (平成26年度)の政務活動

資について領収書も含め全て公開している例がある280事務手続やインフ

(jr~法'18) 50-4. 418 (2248) 
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ラの整備、コスト面といった問題は雌かに存在するであろうが、議員個人

が単独で、このような対応を取っていることからも、手続き的 ・システム的

に難度の高いものではないことが裏付けられる。結局は、 議員の覚悟と決

意次第といえるのではないか。住民側からは、「一つの議会で年間数千枚

から二~四万枚に及ぶ領収書のコピーを取得するためには、情報公開制度

による一枚10円の謄写費用の負担が、情報を遠ざける強力な監となる」と

の意見もある290速やかに、領収書ーを含めた資料のイ ンターネ ット開示が

実現されることが望ましいと考える。

第4 第三者機関の設置と制度設計

l 第三者機関設置の意義

政務活動32が公費で賄われ住民の経済的負担に依拠しているものである

以上、その透明性と明確性の搬保は必須の諜題である。政務活動費の支出

について、外部から中立公正な立場でチェックを行う機関(以下「第三者

機関」という。)が設置されれば、適切な政務活動費執行と透明性、明確

性確保のために有効であると考える。

もっとも、近H寺の調査によ ると、 支出のチェックは議会事務局によって

事実上行われている地方議会がほとんどであり、専門家(弁護士、公認会

計士、税理士等)による第三者チェック体制を備えた議会は1-3%と極

めて少ない300 また、これら第三者機関が設置されている場合も、地元オ

ンブズマンからの許制liが 「とても機能しているとは思えない。(中|略)議

員が政務調査活動と 言えば、 tP，~呑みにしているような状況である J、「領収

書の「名目」をチェック して、県民の批判を避けるための第三者機関に過

ぎない。」というものもあり 31、その実効性を疑問視する意見もある。

一般論としては、第三者機関の設置により外部からのチェック体制が具

備されることは、 実質面で検討の機会が増えるという点に加え議員に対し

(龍法 18)50-'1. 419 (2249) 
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て良い意味の緊張感をもたらすという意味でも適正支出に資するように思

われる。一方でこの点に関しては、「公費を使って第三者機関をもうけ、

自らの使途をチェック してもらうというのは、自律の放棄である。どうし

ても必要ならば、政務活動費の(予算額の)枠内で処理すべきであり、第

三者機関の運営分の減額は甘受すべきであるJ旨の批判もある320確かに、

第三者機関の設置維持についてかかる人、カネ、時間等のコストは看過で

きず、特にカネの点について見ると、東京都で設置されている第三者機関

連営にかかる費用は243万3600円であり 33、確認できたなかで最も高額と

思われるさいたま市においては、年間599万4000円にのぼっている340公

費からコストをかけて第三者機関を設置する場合は、その調査対象や権限

についての制度設計が重要な意味を持ち、費用対効果が十分に担保される

ものでなければならない。勿論、市民の批判をかわすためだけの名目的機

関に陥ってはならない。

以下、第三者機関の調査権限の範囲と第三者機関の指摘の拘束力につい

て検討を加えたうえで、実効性のある第三者機関の制度設計と運用につい

て考察する。

2 第三者機関の調査権限の範囲

(1)調査の範囲についての概観

政務活動費支出の調査の範囲は、理Ii論上、計算ミスや記載ミスといった

ものも含まれるが、実際は、これらのチェックは予め議会事務局職員に

よって行われている自治体がほとんどであろう。第三者機関が設置されて

いる場合、自治体ごとに違いはあるであろうが、例えば按分率を超える支

出がなされていないか、必要とされる添付資料が付されているかといった、

当該自治体の運用基準に形式的に合致しているか否かがその審査の中心で

あると考えられる350

さらに踏み込んで、、政務活動費の支出の対象となった活動に調査・研究

(百u法'18)50一4.420 (2250) 
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の実質があるか否かといった点や、調査・研究の有用性そのものの審査を

第三者機関が担う方法もありうる。より具体，:，甘には、 「① 調査 ・研究目的

と市政との関連性、 ② 調査 ・研究方法及び内容等に関する具体的説明の

有無、 ③ 調査 ・研究方法の妥当性、 ④ 調査 ・研究活動と支出経費の相当

性、 ⑤ 調査 ・研究結果の保存の有無を総合的に考慮して、政務活動資と

して支出することの適切性を客観的に判断J36するものである。

さて、第三者機関の調査の範囲をいかに考えるべきか。

(2) 調査範囲についての検討

運用基準に合致するか否かのチェ ック はある程度機械的 ・事務的に行う

ことができるものであるから、この役割は議会事務局が担うこととし、第

三者機関はより 笑質に踏み込む審査を行うことでその存在意義を発揮する

ことが望ましいとも思える。チェックの範囲が広く深くなるという点で、

支出の適正化に資する一面があるだろう。

しかしその場合、第三者機関を構成する者がそのような判断をするにふ

さわしい知見を有するか、さらには、民主的正統性に裏付けられた議員が

行う活動に対し、第三者機関が、その内容そのものについて、適法 ・違法

のレベルを超え妥当 ・不当の指摘をなし得る立場なのかという別の問題が

浮上するように思われる。例えば、ある事項を調査する調査費用として、

政務活動費から調査機関に数十万円単位の金額が支払われているとする。

この場合に第三者機関が、政務活動賀支出の実質而すなわち笑際の有用性

を判断するということは、 具体的には、「同調査事項が当該自治体の発展

に寄与する ものといえるのか」、「寄与する として今回の支出額は過大とい

えないか、代替的な手段をもってより少ない支出で同じ効果をあげること

ができるのではないのか」、さらには、「向調査結果が、例えば議員立法の

提出など、現実に何らかのかたちで自治体行政に影響を与えたのか」まで

含めて調査するこ とをも意味する。

第三者機関がこのような検討と判断を行うことは、 ;場合によ っては専門

om法 18)50-'1. 421 (2251) 
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的な知識を要するであろうし、また、第三者個人の感覚や価値観の影響を

受ける可能性がある。議員の政務活動に対する萎縮効果をもたらす懸念も

確かに存在する。

(3) 最高裁平成21年12月27日判決

この点に閲し、最高裁平成21年12月17日判決(第一小法廷)はひとつの

示唆を与える。同判例は、品)11区議会において、会派が交付を受けて視察

旅行等の経費に充てた政務活動資の使途制限違反を問題とする住民監査請

求に係る耽査に際し、監査委員が、同会派から任意に提出を受けた文書に

記録された政務調査費活動の目的や内容等に係る情報が、品川区情報公

開 ・個人情報保護条例37の規定する非公開情報38に該当するかが争われた

事例である。

この事例で最高裁は、会派が、個々の支出に係る政務調査活動の目的や

内容等を蛇査委員を含め執行機関に具体的に報告しなければならないこと

を条例等に定めていないことについて「政務調査費は議会の執行機関に対

する監視の機能を果たすための政務調査活動に充てられることも多いと考

えられるところ、執行機関と議会ないしこれを構成する議員又は会派との

抑制と均衡の理念にかんがみ、議会において独立性を有する団体として自

主的に活動すべき会派の性質及び役割を前提として、政務調査費の適正な

使用についての各会派の自律;を促すとともに、政務調査活動に対する執行

機関や他の会派からの干渉を防止しようとするところにあるものと解され

る。」と し、「政務調査費の支出に使途制限違反があることが収支報告書等

の記載から明らかにうかがわれるような場合を除き、監査委員を含め区の

執行機関が、実際に行われた政務調査活動の具体的な目的や内容等に立ち

入ってその使途制限適合性を審査することを予定していないと解される。」

と判示している390 同判示は、区の執行機関による政務活動挫の使用状況

の硲認は、 収支報告書及び領収昔の写しから判断:できる範囲での一般的、

タト形的な確認とならざるを得ないことを結論として示したものということ

(f施法。18)50-4. 422 (2252) 
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ができる。

(4) 第三者機関による政務活動費支出の審査の考え方

前掲平成21年最高裁のJll!が、現在においても、そして第三者機関にもそ

のまま妥当するのであれは¥結局、第三者機関も個別政務活動の具体的な

目的や内容に立ち入って使途1111J限適合性を審査することはできないことに

なる。果たして、どう理解するべきか。

注目すべきは、同判例のJlI!由部分に、品川区の「条例等に、会派が上記

(筆者註 '政務調査活動)の目的や内容等を監査委員を含め執行機関に具

体的に報告しなければならないことを定めた条項は見当たらない」ことが

挙げられている点である。この条項の不存在をふまえ、 判例は、 「このよ

うな政務調査費条例及び政務調査費規程の定め並びにそれらの趣旨に照ら

すと」監査委員等が使途制限迎合性を審査することを予定していないと解

される としている。翻って、条例等において、政務活動の目的や内容等の

報告義務が定められている場合は、その使途の適合性まで踏み込んだ審査

をすることも許容されていると解釈する余地がある。この点に関しては、

現在多数の自治体で、少なくとも運用基準においては、政務活動費の「使

途」に関し具体的説明責任を果たすべきことが明記されている400 これを

椴拠に、一定の範囲で使途適合性を含めた審査が第三者機関に委ねられる

余地は十分にあるのではないか。

私見では、今般の政務活動~~不正使用問題の続出、及び、使途に関する

説明責任が規程等で|明記されていることを踏まえ、政務活動費の使途につ

いて具体的有用性の判断が外部からなされることは、予定されかっ許容さ

れたものと評価すべきであると考える。地方制度調査会が平成28年3月16

日に内閣総理大臣に提出した「人口減少社会に的確に対応する地方行政体

制及びガバナンスのあり方に対する答申」の「議員に求められる役割Jの

項でも、「議員活動の透明性の雌保については、住民の信頼確保の観点か

らも、政務活動費の使途を含めた議員活動の状況について、各議員はより

( rt~法'18) 50-4. 423 (2253) 
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一層、住民への説明責任をさらに果たすための取組を進めていくべきであ

る。Jと強制されており 41、ここでも政務活動費の「使途を含めたJ議員

活動の状況が説明されるべきとされている。

そうすると次の問題は、 第三者機|剥が政務活動費支出の有用性や使途適

合性について疑問を抱いた場合に、第三者機関においてそれを是正する権

限があるかという点、すなわち、第三者機関の指摘の拘束力という点にな

る。

3 第三者機関の指摘の拘束力

第三者機|喝の議員に対する指摘内容が、議員に対しである一定の拘束力

を持つのか、それとも指摘を踏まえて再考 ・再検討を促すというレベルに

とどまるのかは、調査権限の範聞と同様に、第三者機関を名目的機関に し

ないための重要項目である。しかし結論として、第三者機関の指摘内容に

拘束力を持たせることはその正統性根拠に乏しいと考える。

政務活動費が、あくまでも議員または会派に条例によって付与されたも

のである以上、その最終的な決定権限は議員または会派に属する。民主的

正統性を欠く第三者機関が、政務活動費の使途に強制的な拘束力を加える

ことは許されないと考える。

結局、使途の適合性や有用性に|刻する第三者機関の指摘は、議員または

会派に対する強制力、法的拘束力を持たないことを前提に、いかに有用な

制度設計をなすかが重要になる。

4 第三者機関の制度設計についての私見

(1) 第三者機関から議員への聴取と公開

議員の自1:13悶達な政務活動を抑制することなく、 一方で、適正支出を実

現するというこつの要請のバランスを取るという観点から、私見では、第

三者機関がその支出の妥当性に疑問を抱いた場合は、第三者機関から議員

(龍法 18)50-4. 424 (2254) 
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または会派への聴聞の機会を設け、;場合によってはそのW~l間結果を公開す

ることが考えられる。

第三者機関に望まれる役割には、会計や法律の専門家という側面も存在

するだろうが、同H寺に「一般市民の視点」を持つ市民代表という側面も有

するはずである。第三者機関が素朴な市民感覚に基づいて政務活動費執行

の妥当性 ・有用性に疑問を抱いた場合には、これに対して議員が回答する

ことで、間接的に説明責任が果たされることにもなるのではないか。

(2) 運用基準のフラッシュアップへの提言

政務活動費の使用に関しては、各地方自治体ごとに独自の運用基準が定

められている。第三者機関がその存在意義を発揮するためには、運用基準

を充実化させることが考えられる。

運用基準は、条例、規程 (規~! IJ)に次ぐ利II則とも いうべきものであるが、

議会の自主的な内部規程であって42、法律の委任を受けたものではない。

そのため、ある「項目」が、政務活動費支出の執行対象になるとして運用

基準において明記されたものであっても、それが法の定める「議員の調査

研究活動に資するため必要な経費」に該当 しない場合には、 これを支出し

た議員または会派は、地方自治体に対して、阿蘇iを不当利得として返還す

る義務を負う ことになる430 実際に近時の裁判例 (名古屋高裁平成27年12

月24日判時2296号43頁)は、運用基準において政務調査費を充てることが

できる費目として列挙されていた「事務所賃借料」や「自動車のリ ース」

代金を政務調査費から支出した事案であるが、これら費目は一般的に法の

定める「議員の調査研究に資するため必要な経費」に該当するとは認め難

いとしている。そして、「これらの支出のう ちから概括的に一定割合を法

の定める「議員の調査研究に資するため必要な経費」に該当するものとし

て政務調査費をもって充てることは許され」ないと して、結局、 8000万円

以上の政務調査費支出を違法としている。さらに岡裁判例は、 「これらの

政務調査費を充てるには、個別具体的な調査研究の内容と支出の関連性を

(地j去 l8)50-4， 425 (2255) 
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明らかにし、その両者の関係から必要な支出と認められることが必要であ

ると考えられる。」と述べ、その主張立証に関しても議員または会派にあ

るとしている440

多くの自治体の運用基準において、政務活動費を充てることのできる個

別使用費目や按分率が定められているが、この運用基準に依拠しさえすれ

ば政務活動費として適正な支出であると認められるわけではない。結局、

運用基準自体の妥当性についても継続的な検討が要求される。第三者機関

はもちろん運用基準の策定主体ではないが、政務活動費支出について審査

する立場から、各運用基準に関して問題意識を持つ機会はあるであろうし、

かかる問題意識に関して専門性を発揮し、いかなる運用基準が望ま しいか

を提言する余地があるように思われる。使途費目として不適切なものまた

は不足していると考えられるものはないか、説明責任を果たすために必要

となる資本|とはどのようなものかといった点について検討を加えることは、

政務活動費の運用そのものの改善に加え、第三者機関がその責務において

適切な審査をするためにも有効で、ある と考える。

私見であるが、例えば、議員が自ら政務活動費支出の有括性や市政との

関係を検討した結果について書面を作成し、運用基準においてその添付を

要求することは、議員の自己検証の機会にもなり、また、議員の活動を

「見える化」する手段としても有効で、あると考える。議員または会派側が

適正支出についての主張立証責任を負う ことを前提に、いかなる記録を残

す必要があるかが重要な検討事項となる。

(3) 第三者機関における情報共有と修正がなされなかった指摘事項の扱い

第三者機関の指摘が強制力を持たない以上、指摘を受けた項目の是正 ・

修正は、議員の自主的な判断に委ねられることになるし、委ねられるべき

である。しかし、その「自主的な判断」の思考プロセス自体は共有される

余地があると考える。各議員の思考過程を第三者機関とも共有し、典型的

に生じる指摘事項や、議員または会派側からの疑問点をくみ上げることで

(龍法 '18)50-4， 426 (2256) 
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問題設定の機会とすることも考えられる。

また、政務活動費支出に|刻して第三者機関が、ある会派 ・議員に対して

複数回(または年度をまたいで)同様の指摘を行っている場合や、会派 ・

議員をまたいで同様の指摘を行っている場合がありうる。第三者機関が繰

り返し問題意識を持つ支出が存在する一方で、議員が、当該支出が政務活

動として適切な内容であると考えていることから修正がなされないような

場面である。このような場合は、議員または会派と第三者機関との商談等

により、双方の意向を共有して方針を検討する必要があるのではないだろ

うか450 同じ作業が繰り返されるのでは全く意味がないし、そのような第

三者機関ではまさに「也ニ民からの批判をかわすだけの名目的存在」との評

価を免れないだろう。場合によっては、第三者機関と議員の意見とを汲み

上げ、運用基準の妥当性が全イ本会議において議論されるべきである。

自治体によっては、修正がなされなかった指摘事項が議長に報告され、

議長が必要に応じて会派代表者会議等を通じ、議員に注意喚起したり、使

途基準の見直しも踏まえた次年度の検討課題として諮ることとするとの取

り扱いをしているところもあり 46、参考になる。

第5 結 主五
口口

全国都道府県議会議長会は、平成281:1三12月13日に声明を発し、 「政務活

動費は、交付を受けた会派及び議員が、使途基準を遵守し、支出について、

住民に対し説明責任をしっかりと来たしていくべきものであり 、会派及び

議員が改めてこのことを強く自覚しなければならない。力11えて、失われた

住民の信頼を早急に回復するために、各議会において適切な手法により、

政務活動~fの透明性のより 一層の向上を図っていく必要がある 。 j47 と述べ

ている。

地方創生H寺代の到来とともに、地方議会の役割と責任はより 一層重要に

(i泡1ま18)50-4. 427 (2257) 
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なる。政務活動費は地方議会の活動を支えその存在感を発悔するために重

要かっ不可欠なツールであると考える。また、従前よりこの制度を適切に

利用して誠実に政務活動を行ってきた議員の存在も忘れられではならない。

政務活動自'がその制度自体を維持し、住民に理解されながら地方自治にお

いて有効な制度として利用されるためには、透明性の向上と説明責任を果

たすことしかない。

政務活動費の透明性確保と適正化のための方策としては、本稿に記載し

たほかにも、後払い制度の実施48や、議会事務局の体制強化とボト ムアッ

プによる政務活動資運用制度の設計 49なども考えられるところであるが、

これらの検討は他の機会に譲ることする。

1 r毎日新聞J2015年3月3lEI。なお東大阪市議会の当H寺の定数は42議席。
2 r産経新聞J2015年4月15日。東大阪市市長が、領収訟を変造するなどして
政務活動費を不正に受け取ったとして、議員ら9名を詐欺や有正11私文書変造 ・

同行使などの罪で刑事告訴すると発表した。なお、 2018年1月25日、大阪地検

は、同 9名についていずれも嫌疑不卜分等で不起訴処分にしたと発表している

<r毎日新IlfJJ2018年1月26日)。
3 r東大阪市議会政務活動資巡用マニュアルJ(平成27年4月改訂版)
4 束大阪市議会政務活動費調査等協議会条例 (平成26年10月14日東大阪市条例

第44号)第 I条に基づき、政務活動'1'1の透明性の雌保及ひ、適正な使用に関する

事項を調査審議する目的で設f註された。有識者及び市民代表でWt成される。
5 早稲田大学マニフェス ト研究所議会改革調査部会「設、会改革度調査2016J

2017年7月25日、 6頁

6 全国市民オンブズマン連絡会議発行 I第23回全国市民オンブズマン香川大会
資料集J2016年9月24日 (調査は2016年6月1日時点て、実施されたもの)

7 費~29次地方制度調査委員会専門小委員会会議配布資料「議員報酬等の支給に

l測する規定の主な改正経緯J2009年4月24日

8 長屋文裕 『平成17年度最高裁判所判例解説 (民事筋) (下)J825頁、 826頁

9 地方自治法第100条第16項は「議長は、第14項の政務活動'1'1については、そ

の透明性の確保に努めるものとする。」と定めているo

10 衆議院会議録「第180四国会総務委員会第15号議事録J(平成24年8月7EI) 

より抜粋。政務活動資について「どのような経費が対象となるのか、どういう

考え方に基づくのかということを、アウ トラインを示していただきたい。」と

の西博義委員の質疑に対し、 稲荷主久委員が答弁した内容である。

(目包1去'[8) 50-4. 428 (2258) 
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11 前掲・「第180四国会総務委員会第15回議事録」より抜粋。加えて、「本会議

や委員会への出席、全員協議会への出席、 議員派対;t等の談会活動は、従来とお
り、費用弁償の対象となるために政務活動の対象とはならない、このように考

えているところでございます。J(稲津久委員)と答弁されている。
12 東大阪市政務活動資調査等協議会「東大阪市議会における政務活動費のあり

方について(意見)J平成29年1月30日、 2頁。
13 平成25年12月17日、 千代田区特別報酬等審議会は、干代田区特別職報酬等審

談会条例第2粂の規定に基づき、 「千代田区議会議員の議員報酬の綴の定め方

並びに千代田区区長調及び耐区長の給料の額の定め方について」等の諮問を受

けた。その後の条例改正により、審議対象が議員報酬に限定されず政務活動q4(
にも拡大された。平成25年12月17日からの審議回数は121IT1と記録されており、

有識者等12名で梢成されている。

14 前掲「第180四国会総務委員会第15号議事録」。政務調査授が「事実上地方議

員の第二の議員報酬になっているとか、こういう使われ方をしてきて、非常に

いわば物議を験してきた、こういう批判をされているような現状を、かえって

国がお墨つきを与えて、(中111告)いわば不適切な使い方を是認する、こういう

ための法改正だ、(中l焔)そうした疑問についてどのように払拭をするのか」

との柿淳委員の質問に対し、修正提案者の逢坂委員が「政務活動資として具体

的に充てることができる経費の範囲、これを条例で、定めるというところが非常

に重要なポイン トでございまして、その条例のflilJ定に|刻する議会の審議、その

審議の過程に対する住民の132視等により、不適切な文出や無駄な支出は防止、

是正することができるというふうに考えております。(中11治)その透明性の硲

保が従来にもまして重要になると考えられることから、現行の規定における議

長に対する収入、支出の報告訟の提出、これに加えて、政務活動資の使途の透

明性の確保に努める義務を議長に課す規定を追加し、透明性をより一層政保す

ることとしています。」と答弁している。

15 金沢地裁H22・11・30(裁判所ウェブサイト)

16 r産経新聞J(平成271，1二2月1)では、「審議会の答1'1:1が出された後、議員の
flりからも「透明性雌保に逆行するJI区民の理解を符られない」との声が11!lt1l:'，
し、石川区長も条例改正案の区議会への提出を見送った。答申は今も宙に浮い

ている。」と記載されている。

17 武藤博己「議員報酬と政務活動資について」平成28年 l月21日 一般財団法

人地方財務協会 (http://www.office-web.jp/chizai/pc/index.html)掲載資料

18 地方自治法第242条第 l項

19 前掲・「東大阪市議会における政務活動費のあり方について(意見)J 3頁
20 領収書は、全国都道府県議長会等で示された当初の条例準則では添付が義務

付けられていなかったが、その耳目白は、 ①会派や議員活動の中には政治的に

公開できないものがあること、②領収書の添付が会派や談員の活動の自由を

¥1叫がJするおそれがあるものもあること、などの慎重論が考慮されているのでは

Oluit 18) 50-4， 429 (2259) 
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ないかとされている。大塚康男 『談会人がま11っておきたい危機管理術J(ぎょ
うせい)平成19年、 36頁

21 前掲・「東大阪市議会政務活動資運用マニュアル」では、議員の3親等以内

の殺族に対する人件費や賃料の政務活動費からの執行は認められないとされて

いる (18頁、 22頁)。

22 仙台高裁1-Il9・12・20(判例地方自治311号10頁)

23 青森地裁H29・3・24(全国市民オンブズマン連絡会議ホームページ
(https志://www.o訓0ωmbudsma日.jp/seimuし一category/s巴eimu一_kuro)j掲場可赦点)

24 民事訴訟法負B220条第4号ニは、「専ら文也の所持者の利用に供するための文

書:(匡|又は地方公共団体が所持する文告にあっては、公務員が組織的に1f1いる

ものを除く )Jについては、文書の所持者は、その提出を拒める旨を規定して

いる。

25 なお、前掲・仙台高裁は、政務調査費(~安正前) 支出と領収書の提出に関し

て、「支出に係る領収書が提出されたとしても、その領収書の作成者の住所を

欠いていて第三者による事後的検証が困現11な場合や領収書の記載からは政務調

査費との関連が明らかではないにもかかわらず、それを補足するような説明が

なされていないような場合には、当該議員は、当該支出が使途基準に合致しな

い違法な支出とされることを 1:1"受せざるを待ないというべきである。」と して

いる。

26 一方で、最高裁1-122・4・12(集民第234号 l頁) (文書提出命令に対する許

可抗告事件)においては、会派が所持する政務活動資報告書や領収書は専ら会

派の内部にとどめて利用すべき文書であり、これが開示されると他の会派から

干渉のおそれがあり、第三者の氏名等が記載されている蓋然性が高く所持者に

不利益が生じる可能性があるとされている。

27 前掲 ・早稲田大学マニフェス ト研究所議会改革調査部会 「談会改革度調査

2016J 11頁-13頁。ただし、母数は早稲旧大学マニフェスト砂f究所がアンケー

トを送付したう ち「政務活動資を支給している」と回答した867談会。

28 東京都議会議員おときた綾のブログ (http://otokitashun.com/blog/togikai/

8313/)より

29 全国市民オンブズマン連絡会議 12017年度 政務活動費 情報公開度ランキ

ングJ1頁
30 前掲 ・早稲田大学マニフェスト研究所談会改革調査部会「談会改革度調査

2016J 17頁

31 石上雄介 (仙台市民オンブズマン)1政務活動資をチェックする第三者機関
についての調査・報告」仙台市民オンブズマンフォーラム (平成27年9月27日

開催)配布資料

32 奥~~t茂樹 「政務活動費の適正化J r )'1 'FIJガパナンスJNo. 187 (2016年11月)
112頁、 113頁

33 前掲-石上。平成27年実績。なお、東京都の第三者機関の構成は 13名以内

(f兎法 18)50-4. '130 (2260) 
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の学識経験を有するもの」であり、これをサポートする事務員の人数は6名で

ある。

34 前掲 ・石上。平成26年度実績。さいたま市は平成19年8月に公認会計士との

調査業務委託契約を締結し、 l名の公認会計士が条例、施行規則、 政務活動q1j

のrliと迩用指針に基づいた適正な支出がなされているかをチェックしている。

35 iiiJ1lll'石上の第三者機関に関するアンケートでは、「チェックの基準(数値
ミスだけか、使途まで調べるか)Jとの質I/IJに対して、回答があった 10自治体

(さいたま市、大阪市、熊本市、金沢市、;堺市、鹿追111]、北海道、東京都、大

阪府、福岡県)のうち、全ての自治体が、「使途基準に合致しているかどうか」

を含む回答を行っている。チェック基準を数値ミスのみとする自治体は存在し

ないが、使途をどのように調査しているのかは明らかではない。

36 J'fl(瀬和彦 『政務制査費ノ、ン ドブック 判例に学ぶ迎正支出のチェックポイン

トJ(ぎょうせい)平成21年、 27頁
37 平成9年品川区条例第25号

38 同条例第8条第 6号は、「笑施機|刻が行う事務または事業に|共lする情報で

あって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務または事業の

性質上、当該事務または事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの

(原文改行)ア 政査 (中略)に係る事務に|羽し、正確な事実の把握を困難に

するおそれまたは逃法もしくは不当な行為を容易にし、もしくはその発見を困

刻tにするおそれ。」を非公開情報と定めている。

39 同判決は、上記判示にあい、て「政務部l査活動に|刻し具体的に回答したところ

が情報公開の対象となり得るとすれば、区議会の議員等において、盟主査委員に

その回答をすることに慎重になり、あるいは協力を一律に控えるなどの対応を

することも想定されるところである。そのような事態になれば、同種の住民監

査請求がされた場合、正1'i{l[な事実の把握が困難になるとともに、違法又は不当

な行為の発見も困誕11になり、議員等の任治、の協力の下に上記情報を入手して除

査を災施した場合と比!I皮して、 ~jf~資事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あることは明らかである。jとして、 Vif査委員が会派から任意に提山を受けた

文訟に記録された政務調査活動の目的や内容に係る情報は蛇査事務支障情報に

該当する と判断した。

40 前倒 「東大阪市談会政務活動技連月Jマニュアルjでは、「政務活動q1j執行に
当たっての原則」の項で 「証拠主義の原則 ア 政務活動を裏付ける答観的な

証拠があること イ 政務活動の内容が説明できること ウ 政務活動資の会

計帳簿及び証拠誌類が必ず隊保されていること」と太字で明記されており (1 

頁)、同趣旨の記載は多数の自治体の運m基準でみられる。
41 第31次地方制度調査会は、安倍晋三総理大臣から「人口減少社会に的確に対

応する地方行政体制及びガパナンスのあり方について審議調査を求める」との

諮問を受けて、答申を提出した。

42 勢JJJt了三 『地方議会の政務活動資j(学|防也房)平成27年、 24頁

(前法 18)50-4. 431 (2261) 
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43 名古屋高裁H27.12・24(判例l時報2296号43頁)48頁

44 さらに、同裁判例では、同裁判において提出された「膨大かっ詳細な主張と

証拠によっても、 (中略)特定の政務活動を遂行するために、実際にどの程度

の11奇聞にわたり事務所又はリース自動車を使用しなければならなかったのかと

いった必要性を個別具体的に立祝しておらずJ、結果、 会派による政務調査費
支出がその本来の趣旨 ・目的に合った使途に充てられていないとの推認を免れ

ないとしている。

45 地方自治体によっては、第三者機関に議員にヒアリングする権限を付してい

る自治体(さいたま市)、対面聴取を行っている自治体(堺市)なども存在す

る。

46 前提j 石上の第三者機関に関するアンケー トの「熊本市J欄
47 全国都道府県議会議長会「政務活動裂の透明性の向上に関する決議」平成28

年12月13日

48 京丹後市議会事務局談会総務課「政務活動資交付の正当性 ・透明性確保をlヨ
指してJr地方自治職員研修J649号 (2017年1月)、 36頁-38頁
49 ii'f1l<克士「談会J<r自治日幸IU平成2711::1月23日)。大津市議会で、は政務活
動資の不透明なillil'l1が疑われた際に、いち早く当時では他に例がなかった 「議

長による是正命令権」ゃ「備品購入の事前協議制」などが導入されたが、 これ

は、議員提案ではなく、談会事務局からの提案によるものであったと記載され

ている。

(間法 18)50-4. 432 (2262) 


